
吹田市審議会等の運営に関する指針 

制定 平成１２年 ３月 ８日 市長決裁 

改正 平成１９年 ３月３１日 

１ 目的 

この指針は、審議会等の運営に関し必要な事項を定めることにより、公正

を確保するとともに、透明性の向上を図り、あわせて吹田市自治基本条例

（平成１８年吹田市条例第３４号）の趣旨を踏まえ、市民の市政への参画の

推進に寄与することを目的とする。 

２ 定義 

この指針において「審議会等」とは、次に掲げるものをいう。 

(1) 市民、学識経験者等で構成され、市の事務について審査、審議、調査等

を行うため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３

項の規定に基づき、法律又は条例により市長の下に設置された附属機関 

(2) 附属機関に準ずる機関で、要領等により設置されたもの 

３ 委員の選任 

審議会等の委員の選任は、当該審議会等の機能が十分に発揮されるよう、

その設置目的を踏まえ、広く各界各層から選任することとし、次の事項に留

意する。 

(1) 委員数は、審議会等の実質的な審議と効率的な運営の確保を図ることが

できる適正な人数とすること。 

(2) 公募による委員（以下「公募委員」という。）を積極的に選任し、市民

が参画する機会の保障に努めなければならない。 

ただし、次に掲げる審議会等で、会議の運営に支障があると認められ

る場合は公募しないことができる。 

ア 行政処分に関する審議等を行う審議会等 

イ その他公募が適当でないと認められる審議会等 

(3) 委員の選任においては、積極的に女性の参画を進めること。 

(4) 本市の職員（特別職及び非常勤職員を除く。以下同じ。）は、法令等に

定めのある場合又はその他特別の事由がある場合を除き、委員に選任しな

いものとすること。 

(5) 同一人を多数の審議会等に選任することのないよう、委員の兼職の防止

に努めること。 
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(6) 同一委員の在任期間が、長期に継続することのないよう、その回避に努

めること。 

４ 公募委員の選任 

(1) 審議会等の委員定数のうち、あらかじめ公募委員の枠の設定に努める。 

(2) 公募委員に応募できる者は、原則として、応募日現在において、次の各

号のすべてに該当する者とする。 

ア 市内に住み、通勤し、若しくは通学する者又は市内に事業所を置

き事業活動その他の活動を行う者 

イ 本市の審議会等の委員となっていない者 

(3) 公募委員の募集に関し必要な情報は、市報、市ホームページその他の広

報媒体の活用により、広く市民への提供を図る。 

(4) 公募委員の選任には、選考基準を定め、公正、適正な選考を行うこと。 

５ 会議の公開 

審議会等の会議は、原則として公開する。 

ただし、審議会等の会議が次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。 

(1) 他の法令等に特別の定めがあるとき。 

(2) 吹田市情報公開条例（平成１４年吹田市条例第１０号。以下「情報公開

条例」という。）第７条各号に掲げる公開しないことができる情報又は公

開することができない情報を審議するとき。 

(3) 会議を公開することにより会議の目的を失わせ、公正かつ円滑な運営に

支障が生じると認められるとき。 

６ 公開の方法等 

(1) 審議会等の会議は、何人も傍聴することができる。 

(2) 審議会等は、公開で行う会議については、会場に傍聴席を設け傍聴を認

める。 

なお、審議会等の長は、会議を円滑に運営するため、傍聴にかかる遵守事

項等を定め、会場の秩序維持に努めなければならない。 

(3) 審議会等は、可能な限り、会議に関する報道機関の取材に対して配慮す

るよう努めなければならない。 

７ 会議開催の周知 

(1) 審議会等の会議の開催は、原則として公開、非公開にかかわらず、当該
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会議開催日の１週間前までに所定の方法により公表する。ただし、会議を

緊急に開催する必要が生じたときは、この限りでない。 

(2) 審議会等は、必要に応じ、報道機関への情報提供やその他の広報手段に

より、会議の開催について周知するよう努める。 

８ 会議録等の作成 

(1) 審議会等は、公開、非公開にかかわらず、会議終了後速やかに会議録又

は議事の要旨等（以下「会議録等」という。）を作成しなければならない。 

(2) 会議録等は、その写しを所定の場所で保管して市民の閲覧に供する。 

(3) 会議録において情報公開条例第７条各号に該当する公開しないことがで

きる情報又は公開することができない情報が記録されている場合は、審議

会等は会議録等の写しからその記録を削除することができる。  

９ その他 

市長は、市民が審議会等の運営状況について知ることができるよう、適

切な措置を講ずるものとする。 
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